
(単位:千円)

予算 決算 差異 予算 決算

941,353 941,520 △ 167 1,547,429 1,550,565

26,760 26,887 △ 126 211,964 197,481

7,553 7,664 △ 111 161,817 147,422

883,839 888,001 △ 4,162 21,363 21,363

232,706 234,197 △ 1,490 835,099 835,099

651,132 653,804 △ 2,672 94,074 93,774

67,340 68,866 △ 1,526 12,727 12,511

48 50 △ 2 77,542 130,342

179,112 179,844 △ 731 179,191 178,809

755,500 755,500 0

298,079 293,383 4,696

168,566 208,078 △ 39,512

△ 506,603 △ 503,259 △ 3,344 △ 212,929 △ 281,133

415,118 415,118 0 308,388 395,419

3,236,666 3,281,652 △ 44,986 3,236,666 3,281,652

        　活 動 区 分 資 金 収 支 計 算 書
                    　　 平成28年4月 1日から
                    　　 平成29年3月31日まで

　　　単位：千円

差異

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入

付随事業・収益事業収入

資 産 運 用 支 出

　学校法人千葉明徳学園の平成28年度決算は、平成29年5月27日の理事会において承認後、同日、評議員会
において報告された。以下にその内容を表す。なお、金額は千円未満を四捨五入し記載しており、合計額
が一致しない場合もある。

資金収支計算書は、学園の当年度における教育研究諸活動で生じた全ての資金の使途(支出)と調達(収
入)を明らかにし、支払資金の増減、年度末の現預金の残高を示すものである。

科目

平成28年計算書類

資 金 収 支 計 算 書
平成28年4月 1日から
平成29年3月31日まで

科目

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入

収入の部 支出の部

Chibameitoku Since1925

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

収 入 の 部 合 計

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金

支 出 の 部 合 計

301

216

△ 52,800

382

0

0

手 数 料 収 入

寄 付 金 収 入

補 助 金 収 入

借 入 金 等 返 済 支 出

施 設 関 係 支 出

設 備 関 係 支 出

資 金 支 出 調 整 勘 定

14,395

0

0

0

雑 収 入

平成28度の｢教育活動による資金収支｣
は、2億676万7千円の収入超過、施設整備補
助金収入や施設・設備関係支出から算出す
る ｢施設設備等活動による資金収支｣は、1
億2､800万1千円の支出超過、立替金等の経
過科目や借入金、貸付金収支等から算出す
る｢その他の活動による資金収支｣は、9,846
万5千円の支出超過となり、支払資金は
1,969万9千円の減少となった。

そ の 他 支 出

人 件 費 支 出

教 育 研 究 経 費 支 出

管 理 経 費 支 出

借 入 金 等 利 息 支 出

借 入 金 等 収 入

前 受 金 収 入

そ の 他 の 収 入

資 金 収 入 調 整 勘 定

　  国庫補助金収入

　　地方公共団体補助金収入

△ 3,136

14,483

68,204

△ 87,031

△ 44,986

平成28年度の資金収支総額は、予算32億3,666万6千円に対し、4,498万6千円増の32億8,165万2千円とな
り、前年度に対し617万4千円（0.2%）の増加となった。翌年度繰越支払資金は、前年度に比べ1,969万9千
円の減少となり、3億9,541万9千円を翌年度へ繰り越すこととなった。
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(単位:千円)

科目 予算 決算 差異 科目 予算 決算

学生生徒等納付金 941,353 941,520 167△  その他の特別収入 28,018 28,192

手 数 料 26,760 26,887 126△  特 別 収 入 計 28,018 28,192

寄 付 金 6,960 7,200 240△  科目 予算 決算

経 常 費 等 補 助 金 858,102 862,267 4,165△  資 産 処 分 差 額 3,407 2,279

付 随 事 業 収 入 67,340 68,583 1,243△  その他の特別支出 13,672 13,672

雑 収 入 179,112 179,844 731△  特別支出計 17,079 15,951

教 育 活 動 収 入 計 2,079,628 2,086,300 6,672△  特別収支差額 10,939 12,241

科目 予算 決算 差異 〔予備費〕

人 件 費 1,543,129 1,541,964 1,165

教 育 研 究 経 費 360,131 345,314 14,818

管 理 経 費 181,551 167,136 14,414

徴 収 不 能 額 等 275 275 0

教 育 活 動 支 出 計 2,085,086 2,054,689 30,397

教育活動収支差額 5,458△  31,611 37,069△  

科目 予算 決算 差異

受取利息・配当金 48 50 2△ 

教育活動外収入計 48 50 2△ 0 17,470

科目 予算 決算 差異

借 入 金 等 利 息 21,363 21,363 0

教育活動外支出計 21,363 21,363 0

教育活動外収支差額 21,315△  21,313△  2△ 2,107,694 2,114,542

経常収支差額 26,773△  10,298 37,071△  2,123,529 2,092,003

3,755,599△  0

事 業 活 動 支 出 計

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 3,956,156△  3,896,193△  59,962△  

基 本 金 取 崩 額

事 業 活 動 収 入 計

基 本 金 組 入 額 合 計

6,848△  

31,525

差異

174△  

平成29年3月31日まで

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

差異

1,128

0

1,128

17,470△  

事 業 活 動 収 支 計 算 書
平成28年4月 1日から

平成28年度計算書類 Chibameitoku Since1925

事業活動収支計算書は、財政の永続的な維持を図るため、毎年度の経営の状況を明らかにし、基本金に
組入れる額を控除した当該会計年度の諸活動に対応する全ての事業活動収入及び事業活動支出の均衡の状
態を明らかにするものである。資金収支との科目の違いは、資金収支計算書収入の部の借入金等収入以
下、支出の部の借入金返済等支出以下は事業活動収支計算書には記載されない。また、事業活動収支は資
金の収入支出を伴わない取引も計上するため、基本金、現物寄付金、退職給与引当金繰入額、減価償却費
等の科目が記載される。

平成28年度の事業活動収入(負債とならない収入)の合計は、予算21億769万4千円に対し、684万8千円増
の21億1,454万2千円となり、前年度比6,077万4千円（3.0%）の増加となった。それに対して事業活動支出
の合計は、予算21億2,352万8千円に対し、3,152万5千円(1.5%)減の20億9,200万3千円となり,前年度比
9,142万円(4.6%)の増加となった。基本金組入前当年度収支差額は、予算1,583万5千円の支出超過に対し、
3,837万3千円(242.3%)増の2,253万9千円の収入超過を計上することとなった。

教
育
活
動
収
支

174△  

基本金組入前当年度収支差額 15,835△  22,539 38,373△  

1,302△  

事
業
活
動

支
出
の
部

事
業
活
動
収
入
の
部

特
別
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

184,722△  180,603△  4,119△  

当 年 度 収 支 差 額 200,556△  158,065△  42,492△  

前 年 度 繰 越 収 支 差 額 3,755,599△  
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(単位:千円)

本年度末 前年度末 増減 本年度末 前年度末

3,812,431 3,744,385 68,046 536,164 587,469

3,573,759 3,634,772 61,013△  458,427 503,101

880,902 880,902 0 77,737 72,667

2,075,658 2,091,153 15,495△  0 11,701

336,251 363,132 26,881△  1,185,296 1,048,409

280,948 299,585 18,637△  450,174 485,099

160,549 80,413 80,137 287,945 163,566

78,122 29,200 48,922 293,383 311,363

952 952 0 153,793 88,381

77,170 28,248 48,922 1,721,460 1,635,878

597,205 557,130 40,075 6,584,369 6,421,236

395,419 415,118 19,699△  3,896,193△  3,755,599△  

191,896 131,586 60,310 2,688,176 2,665,637

9,890 10,427 537△  

4,409,636 4,301,515 108,121

　＜資産の部＞　

＜負債の部＞

34,925△  

124,380

17,980△  

65,412

85,582

4,409,636 4,301,515

　平成28年度の有形固定資産は、1億774万2千円増加し、減価償却や除却により期末残高は、35億7,375万9
千円となった。前年度に対して、有形固定資産6,101万3千円の減少、特定資産8,013万7千円の増加、その
他の固定資産4,892万2千円の増加となった。流動資産は、その66.2%が現金・預金である。流動資産に含ま
れる未収入金は当年度の退職者数や授業料等の徴収状況・補助金の入金時期により大幅に増減する科目で
あるが、内訳は補助金3,994万6千円、千葉県私学教育振興財団交付金1億3,284万6千円、受託事業収入や授
業料等を含み、総額は1億9,189万6千円となった。販売用品の残高は購買部における期末棚卸し残高であ
る。前払金内訳は、短期借入金・長期借入金利息、保育園家賃等を計上したものである。平成28年度の総
資産額は、前年度に対して1億812万1千円(2.5%)増加の44億963万6千円となった。

51,305△  

44,674△  

5,071

11,701△  

136,887

平成29年3月31日

増減

資 産 の 部 合 計

固 定 負 債

流 動 負 債

負 債 の 部 合 計

基 本 金

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

流 動 資 産

　施設関係では、短期大学本館北西側壁面爆裂補修工事、２号館2,3階トイレ改修工事、音楽室他教室改装
工事、高等学校１号館西側壁面爆裂補修工事、１号館屋上防水工事、いす式階段昇降機設置、中学校・高
等学校普通教室内無線ＬＡＮ設置、中学校3,4階渡り廊下防火扉設置、幼稚園ひかり、ほし組教室東側壁面
防水工事、本八幡駅保育園園舎ＬＥＤ照明取替工事、やちまたこども園絵本の部屋・給食室・保育室・遊
戯室他屋根関連補修工事、保育室空調設備設置、中学校水田用地整備、幼稚園脇伸縮門扉設置、やちまた
こども園築山・ターザンロープ設置、園庭壁面外灯設置工事等を行い、設備関係では、短期大学講堂用
テーブル・イスの補充、教室のプロジェクター、机、イス等の備品や図書等を取得した。

繰 越 収 支 差 額

純 資 産 の 部 合 計

固 定 資 産

　有 形 固 定 資 産

科目科目

　特　　定　　資　　産

長 期 借 入 金

退 職 給 与 引 当 金

長 期 未 払 金

短 期 借 入 金

未 払 金

建 物

構 築 物

そ の 他

土 地

　その他の固定資産 前 受 金

預 り 金

資産の部

平成28年度計算書類

貸  借  対  照  表

負債の部

163,133

140,594△  

Chibameitoku Since1925

電 話 加 入 権

そ の 他

現 金 預 金

未 収 入 金

そ の 他

　固定負債は前年度に対して5,130万5千円の減少、流動負債は1億3,688万7千円の増加となった。固定負債
の主な減少要因は、長期借入金の短期への振替によるものであり、流動負債の主な増加要因は、退職金交
付金等未払金の増加である。

－取得した主な有形固定資産－

22,539

108,121
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(単位:千円)

金額 金額

3,573,759 536,164

880,902 458,427

2,075,658 77,737

336,251 0

121,020 　

22,773 1,185,296

137,155 450,174 　市中金融機関等

0 287,945 　未払人件費、共済掛金等

835,877 293,383 　入学金等

395,419 153,793 　共済掛金預かり金他

160,549

69,973

191,896

18,039

4,409,636 1,721,460

２．貸借対照表関係比率

                                                                               

負債

　未払金

正味財産（資産額）－（負債額） 2,688,176

　私学事業団・市中金融機関

平成29年 3月31日現在

平成28年度財産目録 Chibameitoku Since1925

　預り金　手許現金・市中金融機関預金

　6台

　校舎等　　　24,458㎡

　校門・ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ等

　生徒机・椅子等

　机・書架等

固定負債

　長期借入金

　退職給与引当金

　長期未払金

　

流動負債

　短期借入金

１．消費収支計算書 及び 事業活動収支計算書関係比率

合計

　構築物

　教育研究用機器備品

　管理用機器備品

　図書

科目

　前受金

科目

　車輌

運用財産

　現金預金

　特定預金

　有価証券

　未収入金

　その他運用財産 　購買部商品・前払金等

資産

財 産 目 録

　校地等　　　88,578㎡　

摘要 摘要

　第２号基本金引当特定資産他

　債券

Chibameitoku Since1925

　補助金等

合計

平成28年度主な財務比率

　60,792冊

基本財産

　土地

　建物

※平成27年度から新会計基準が適用され、消費収支計算書の替わりに事業活動収支計算書

が導入され、比率の計算も一部変更となっている。 

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
学生生徒等納付金比率 51.6% 50.0% 46.4% 47.5% 45.1%
人件費比率 72.8% 73.8% 70.0% 70.6% 73.9%
人件費依存率 141.2% 147.7% 150.8% 148.5% 163.8%
教育研究経費比率 16.1% 15.8% 16.2% 16.9% 16.6%
管理経費比率 8.5% 8.0% 7.7% 8.6% 8.0%
基本金組入率 8.9% 9.9% 20.6% 10.4% 8.5%

区　　　分
事業活動収支計算書消費収支計算書

区　　　分 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
総負債比率 43.7% 43.0% 41.2% 38.0% 39.0%
流動比率 58.9% 59.1% 54.4% 53.1% 50.4%
基本金比率 87.0% 88.8% 90.1% 92.2% 93.2%
固定長期適合率 113.7% 114.3% 116.0% 115.1% 118.2%
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計算書類

資金収支計算書

活動区分資金収支計算書

事業活動収支計算書

事業活動の３区分

資金収支と事業活動収支の主な科目の違い

教育研究経費と管理経費の判断

貸借対照表

基本金

　　第１号基本金

　　第２号基本金

　　第３号基本金

　　第４号基本金

「学校の基本金」と「一般企業の資本金」の相違点

経常的な収支　　　｢教育活動収支｣

臨時的な収支　　　｢特別収支｣　特殊な要因により一時的に発生した臨時的な事業活動収支
　　　　　　　 　 ｢教育活動外収支｣　資金調達、資産運用に係る活動及び収益事業に係る事業活動収支

活動区分資金収支計算書
資金収支計算を組み替え、収入と支出の資金の流れを｢教育活動｣、施設、施設の取得又は売却他これらに類する活動の｢施設
整備等活動｣、資金調達関係や前２項目に計上している以外の活動として｢その他の活動｣の３つの活動区分ごとに表したもの
である。

会計基準第15条「学校法人は、毎会計年度、当該会計年度の｢教育活動｣、｢教育活動以外の経常的な活動｣、｢それ以外の活
動｣に対応する事業活動収入及び事業活動支出の内容を明らかにするとともに、当該年度において基本金に組入れる額を控除
した当該会計年度の諸活動に対応する全ての事業活動収入及び支出の均衡の状態を明らかにするため、事業活動収支計算を
行うものとする」となっている。つまり、資産や用役の消費額を計算した事業活動支出と負債とならない収入を計算した事
業活動収入を対照し両者の均衡状況を｢基本金組入前収支差額｣として明らかにし、その差額から基本金組入額を控除した｢当
年度収支差額｣としての均衡状態も明らかにしたものである。

Chibameitoku Since1925

一般企業の「資本」とは企業の純資産(自己資本)、すなわち総資産から負債を差し引いた額である。この純資産から法定
準備金及び余剰金を除いたものが「資本金」である。株式の発行総額が資本金となる。一方、基本金の意味は「学校法人が
その諸活動に基づき必要な資産を継続的に保持するために維持すべきものとし事業活動収入から組み入れた金額を基本金と
する」となっており、基本金というストック資金があるわけではなく、貸借対照表で記載されている固定資産の取得や施設
計画に基づく積立のために、すでに投下されている資金の状態を表したものである。

企業会計の資本金とは異なる学校法人独自のもので、学校法人の諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持するた
めに事業活動収入から組入れた額。第１号から第４号までの４種類がある。

資金収支にあって事業活動収支にない科目は、借入金収入・前受金収入・その他の収入・資金収入調整勘定・前年度繰越
支払資金・ 借入金等返済支出・施設関係支出・設備関係支出・資産運用支出・その他の支出・資金支出調整勘定・翌年度
繰越支払資金などである。事業活動収支にあって資金収支にない科目は現物寄付金・退職給与引当金繰入額・減価償却費・
資産処分差額・徴収不能額などである。

学校会計用語解説

奨学金等の基金として継続的に保持するために組入れた額

必要な運転資金を常時保持するため恒常的に保持すべき資金として別に文部科学大臣の定める額

国または地方公共団体から経常費補助金の交付を受ける学校法人は私立学校振興助成法第１４条の定めにより「学校法人
会計基準」に基づき、「資金収支計算書」｢活動区分資金収支計算書｣「事業活動収支計算書」「貸借対照表」及び附属内訳
表と明細表を計算書類として作成し、公認会計士または監査法人による監査を受けて、所轄庁に届出することが義務づけら
れている。また、私立学校法によりこれらを公開することも求められている。 ※都道府県知事を所轄庁とする学校法
人は活動区分資金収支計算書の作成義務はない。

　年度末の資産・負債・純資産の部で構成され、年度末時点での財政状態の健全性と資産の保有状況を表すものである。

当該会計年度の諸活動の全ての収入と支出と資金の増減の顛末を表すもの。期末未収入金（翌年度以降に入金される収入）
と前期末前受金（前年度に入金された新入生等の納付金収入等）は資金収入調整勘定で、期末未払金（翌年度以降に支払う
支出）と前期末前払金（前年度に支払った支出）は資金支出調整勘定で調整し、当年度の活動が資金の動きから示される。

文部科学省通知雑管118号に管理経費として限定列挙されている７項目以外は、主たる使途に従って教育研究経費と管理経
費へと分けるものとしている。

設立当初や新たな学校の設置、既存校の拡充のために寄付又は自己資金で取得した固定資産の額

将来に計画している施設・設備の取得のために先行的、計画的に実際に積立てた額
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－事業活動収支計算書（H26年度までは ｢消費収支計算書｣）関係比率－

●学生生徒等納付金比率●　

　　学生生徒等納付金の経常収入に占める割合（H26年度までは帰属収入に占める割合）　▲▼どちらともいえない

●人件費比率●人件費の経常収入に占める割合（H26年度までは帰属収入に占める割合）        ▼低い値が良い

●人件費依存率●人件費の学生生徒等納付金に占める割合       　 　 　　　　　　　　　　　▼低い値が良い

●教育研究経費比率●教育研究費の経常収入に占める割合(H26年度までは帰属収入に占める割合)▲高い値が良い

●管理経費比率●管理経費の経常収入に占める割合(H26年度までは帰属収入に占める割合)　　　▼低い値が良い

●基本金組入率●事業活動収入のなかからどれだけ基本金に組み込まれたかを示す比率 　　　　▲高い値が良い

－貸借対照表関係比率－

●総負債比率●固定負債と流動負債を合計した負債総額の総資産に対する割合 　　　　　　　　▼低い値が良い

●流動比率●流動負債に対する流動資産の割合 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　▲高い値が良い

●基本金比率●基本金組入対象資産である要組入額に対する組入済基本金の割合　 　　　　　 ▲高い値が良い

●固定長期適合比率●固定資産の純資産と固定負債を合計した長期資金に対する割合　　　　 ▼低い値が良い

上限は100％であり、100%に近いほど未組入額が少ない。未組入額があるということは借入金又は未払金をもって基本金組
入対象資産を取得していることを意味する。

固定比率を補完する役割を担う比率であり、100％以下で低いほうがよい。固定資産の取得の際、長期間活用出来る安定し
た資金として、自己資金のほかに短期的に返済を迫られない長期借入金で賄うべきであるという原則にどれだけ適合してい
るかを示す指標。100%を超えた場合、固定資産の調達源泉に短期借入金等の流動負債を導入していると解釈することがで
き、財政の安定性に欠け、長期にみて不安があることを示す。

　事業活動収支均衡を失しない限りにおいて高くなることは望ましい。

学校法人の諸活動に不可欠な施設設備等の資産充実のためには、この基本金組入額が大きく、また、その比率も高いこと
が望ましいが、施設等の取得その他の理由に伴い一時的に比率が上昇する場合もあるので、組入れ内容が単年度の固定資産
の取得によるものか、２号基本金や３号基本金に係る計画組入れか等の組入れの実態も把握する必要がある。

総資産に対する他人負債の比重を評価する極めて重要な比率である。50％を超えると負債総額が純資産を上回ることにな
り、100％を超えると負債総額が資産総額を上回る状態、いわゆる債務超過となる。

短期的な支払い能力を判断する重要な指標。一般的に金融機関等では200%以上であれば優良とみなしている。100%を切っ
ている場合には、流動負債を固定資産に投下していることが多く、資金繰りに窮していると見られる。但し、学校法人は前
受金の比重が大きいことや多額の棚卸資産はなく、殆ど当座に必要な現預金であり、更に長期有価証券や引当特定預金等に
資金を留保している場合もあるため、必ずしもこの比率が低くなると資金繰りに窮しているとは限らない。

Chibameitoku Since1925

人件費は経常支出のなかで最大の部分を占めているため、この比率が特に高くなると経常支出全体を大きく膨張させ経常収
支の悪化を招きやすい、人件費の性質上、一旦上昇した人件費比率の低下をはかることは容易ではない。

　一般的に人件費は学生生徒等納付金の範囲内に収まっていること、100％を超えないことが経営上では好ましい。

経常収入のなかで最大の比重を占め、補助金や寄附金と比べて外部要因に影響されることの少ない重要な自己財源であ
る。この比率は、安定的に推移することが経営的に望ましい。一方、学生生徒等納付金に収入が偏り過ぎることなく多様な
収入基盤を持つことも重要なため、当比率が高水準であれば良いというわけではない。

直接的に教育研究活動に係る経費ではないため、学校法人を運営するための必要最低限の経費として低い比率になること
が望ましい。

財務比率解説
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